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届くことで、本邦のスポーツ外傷・障害および疾病調査が進み、スポーツ医学およびア
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共同声明文

スポーツ外傷・障害および疾病調査に関する
提言書：日本臨床スポーツ医学会・

日本アスレティックトレーニング学会共同声明
Recommended Methods for Sports Injury and Illness Surveillance:
Japanese Society of Clinical Sports Medicine and Japanese Society for

Athletic Training Consensus Document

砂川憲彦＊1,9，真鍋知宏＊2,9，半谷美夏＊3,9，細川由梨＊4,9,10

奥脇 透＊3,11，広瀬統一＊4,11，中山晴雄＊5，武冨修治＊6

笠原政志＊7，眞下苑子＊8，増島 篤＊1,12

キー・ワード：Sports injury，Illness，Surveillance
スポーツ外傷・障害，疾病，サーベイランス

〔要旨〕 一般社団法人日本臨床スポーツ医学会および一般社団法人日本アスレティックトレーニング学
会は，スポーツ外傷・障害調査の標準化に向けた有識者によるワーキンググループ（WG）を 2020年 12
月に立ち上げ，本邦のスポーツ現場の実態に即した調査の実施方法について検討した．WGではスポーツ
外傷・障害および疾病調査が国内の大学スポーツ現場において前向きに実施されることを想定し，基本
項目についてノミナル・グループテクニックおよびデルファイ法を用いて検討した．その結果，記録者の
属性，調査対象の定義，記録項目，疫学データの表現方法，収集されたデータの取り扱いに関する留意事
項などに関する全 8つの推奨文をまとめた．

本提言書は一般社団法人日本臨床スポーツ医学
会および一般社団法人日本アスレティックトレー
ニング学会のスポーツ外傷・障害調査の標準化に
向けた有識者によるワーキンググループにより執
筆され，両学会の学術誌に掲載されている．

●緒 言

スポーツ外傷・障害予防は，スポーツ活動の推
奨および普及を行う上での最重要課題の一つであ
り，スポーツ医学およびアスレティックトレーニ
ング分野に対してはエビデンスに基づいた予防策
の立案が求められている．スポーツ外傷・障害予
防の基本的な概念として van Mechelenら１）が提
唱した“the sequence of prevention”や，Finch
ら２）が提唱した Translating Research into Injury

＊1 帝京平成大学人文社会学部
＊2 慶應義塾大学スポーツ医学研究センター
＊3 国立スポーツ科学センタースポーツメディカルセンター
＊4 早稲田大学スポーツ科学学術院
＊5 東邦大学医療センター大橋病院脳神経外科
＊6 東京大学大学院医学系研究科整形外科
＊7 国際武道大学体育学科
＊8 大阪電気通信大学共通教育機構人間科学教育研究センター
＊9 スポーツ外傷・障害調査の標準化に向けた有識者による
ワーキンググループコアメンバー

＊10 責任著者
＊11 スポーツ外傷・障害調査の標準化に向けた有識者による

ワーキンググループ代表者
＊12 スポーツ外傷・障害調査の標準化に向けた有識者による

ワーキンググループコーディネーター
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Prevention Practice（TRIPP）の中では，スポーツ
外傷・障害予防の第一歩は対象競技における外
傷・障害の発生率や重症度を調査することである
と述べられている．従って，スポーツ外傷・障害
の実態を明らかにするための基礎データがなけれ
ば，関連するスポーツ医科学研究やエビデンスに
基づいた予防対策の実践も困難であると言える．
国際オリンピック委員会（IOC）３，４）や，欧米の

Oslo Sports Trauma Research Center（ノル
ウェー）５～7），National Collegiate Athletic Associa-
tion Sport Science Institute（アメリカ）８）をはじめ
とするスポーツ医科学研究所では，外傷・障害調
査のガイドラインによって推奨される外傷・障害
の定義や外傷・障害調査の手法を明文化してい
る．このようなガイドラインに基づいてデータを
整理することで，競技間９～11），多国間１２～15），競技レ
ベル間１６～18）の外傷・障害調査結果の比較が可能と
なるだけでなくマスデータとしての集計も可能と
なるため，データに基づいたスポーツ外傷・障害
予防プログラムの立案や安全体制の構築にも繋
がっている１９～21）．
一方，本邦では統一されたスポーツ外傷・障害
および疾病調査の定義およびその手法に関するガ
イドラインが策定されていないため，日本におけ
るスポーツ外傷・障害および疾病の実態の全貌を
把握することが困難な状況にある２２）．実際に，これ
まで報告されている多くのスポーツ外傷・障害調
査は，対象が比較的少数のもの（例：1つのチー
ム，競技，学校，あるいは地域に限定されたもの）
や，短期間（≦3年）に集計されたものが多く２３），
その集計方法も対象者の既往歴を遡って集計され
た後ろ向き研究２４，２５）や，スポーツ大会などの開催期
間に限定されたスポーツ外傷・障害調査２６，２７），日々
のスポーツ外傷・障害発生記録と活動時間を前向
きに記録した調査２８～30）が混在している．そこで，
一般社団法人日本臨床スポーツ医学会および一般
社団法人日本アスレティックトレーニング学会
は，今後本邦においてもエビデンスに基づいたス
ポーツ外傷・障害予防策などを発信していけるよ
う，スポーツ外傷・障害調査の標準化に向けた有
識者によるワーキンググループ（WG）を 2020
年 12月 25日に発足させた．本WGでは，スポー
ツ外傷・障害の発生率の算出に繋がる前向き研究
の様式に焦点を当て，本邦のスポーツ現場の実状
に即したスポーツ外傷・障害および疾病調査のあ

り方について検討し，調査を実施する上での留意
点を提言と推奨文の形式でまとめた．
なお，近年ではスポーツ外傷とスポーツ障害の

両方を含む言葉として「スポーツ傷害」という用
語も使用されている．整形外科用語集（第 8版）３１）

では，sports injuryの和語を「スポーツ損傷，ス
ポーツ傷害」，acute sports injuryを「スポーツ外
傷」，overuse sports injury/chronic sports injury
を「スポーツ障害」と新規に収載する一方で，日
本整形外科スポーツ委員会より，スポーツ医学に
おける「傷害」は社会一般に用いられる傷害事件
の「傷害」とは異なるといった意見が寄せられた
ということも用語の解説に明記された．これらの
経緯も踏まえて，本提言書においては「スポーツ
外傷・障害」という用語を用いることとした３２，３３）．

●方 法

本提言書の作成にあたり，日本臨床スポーツ医
学会と日本アスレティックトレーニング学会から
WGの構成員 11名が選定された．構成員の専門領
域は，整形外科医 4名，内科医 1名，脳神経外科
医 1名，アスレティックトレーナー 4名，疫学者
1名である．
本WGによるプロジェクト会議は，2020年 12
月 25日，2021年 2月 26日，2021年 6月 14日，
2021年 9月 2日，2021年 10月 24日，2021年 12
月 18日， 2022年 2月 10日の計 7回開催された．
これらの会議では，まず Bahrらによる IOCの提
言書４）の内容を元に，スポーツ外傷・障害調査にお
いて全ての競技で例外なく記録されるべき基本項
目の選定とそれらの内容について，本邦のスポー
ツ現場の実状を踏まえ検討された．検討の手法は，
オンライン形式のノミナル・グループテクニック
（NGT）３４）を用いた．NGTを用いた会議に先駆け
て，WGコアメンバー（MH，NS，TM，YH）で
検討すべき基本項目およびそれらの内容に関する
原案を作成し，会議当日は議長によって提起され
た基本項目とその定義や手法に対して参加者全員
が一人ずつ順に意見を出し，類似する意見を統合
した．その結果，整理された基本項目およびそれ
らの内容の候補となる複数の案に対して多数決を
行い，最終的に最も多くの票を獲得した案を採用
した．NGTは対面での対話方式で実施されること
が一般的であるが，今回は参加者の地理的分布お
よび新型コロナウイルス感染状況を鑑みて全ての
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表 1　記録者の属性

医師
歯科医師
日本スポーツ協会公認アスレティックトレーナー
全国体育スポーツ系大学協議会スポーツトレーナー
BOC-ATCなどの海外アスレティックトレーニング
関連資格
看護師
理学療法士
柔道整復師
あん摩マッサージ指圧師
はり師
きゅう師
救急救命士
その他（自由記述）

掲載順は大学スポーツ協会より公開された資料を一部参
考．
略：BOC-ATC，Board of Certification Certified Ath-
letic Trainer．

過程をオンラインで実施した．
NGTによって合意された基本項目とそれらの

内容を元に，WGコアメンバーによって 8つの推
奨文の原案が立案された．提案された推奨文の原
案が，妥当かつ明瞭で実現可能性が高いかについ
て，WG（11名）および外部有識者 4名（AH，HF，
ST，TU）が，デルファイ法３４）に基づいて検討した
（2021年 9月 6日～16日；回答率，100%）．デル
ファイ法は反復型アンケートを用いた調査手法で
あり，多数の専門家による意見をシステマティッ
クに集約し合意形成する際に用いられる．本プロ
ジェクトでは，アンケートフォームを用いて推奨
文に関する妥当性，実現可能性，明瞭さを 1-9点で
評点し，評点の理由を述べることができるよう自
由記述欄を設けた．推奨文の妥当性は，学術論文
などの科学的根拠に基づいているか，科学的根拠
が乏しい場合は従来の調査データや理論的な根拠
に基づいているかを評価基準とした．実現可能性
は，国内の大学スポーツにおいてスポーツドク
ターやアスレティックトレーナーが記録者となる
ことを想定し評価された．明瞭さは，推奨文の内
容が分かりやすく，誰が読んでも同じ解釈に辿り
つくかを評価基準とした．妥当性，実現可能性，
明瞭さの平均評点のうち，一項目でも 3点未満
だった場合，原案は否決となり却下することとし
た．一方で，全ての項目が 7点以上だった場合，
その原案は可決となり，最終版に反映することと
した．なお，平均値が 3点以上，7点未満の項目が
でた場合には，評点と共に投稿された自由記述に
基づいてWGコアメンバーによって修正を加え，
一巡目と同様の方法を用いて二巡目の評価を実施
することとした．

●結 果

WGメンバーによる NGT会議の結果，本提言
書に含めるスポーツ外傷・障害および疾病調査の
基本項目およびそれらの内容は以下の通りとなっ
た．
記録者の属性
本邦には様々な専門性をもつスポーツドクター
およびアスレティックトレーナーなどが選手のサ
ポートに携わっていることから，誰によって記録
されたスポーツ外傷・障害および疾病調査である
かは，データの統合を検討する際に特に重要にな
る．よって，本提言書においては，記録者の属性

としてスポーツドクターおよびアスレティックト
レーナーの専門領域や資格について記録すること
を推奨する（表 1）．記録者が複数名いる場合，ど
の属性の記録者によって登録された記録であるか
事後に確認できるよう工夫することが推奨され
る．なお，本邦においてスポーツ外傷・障害およ
び疾病の診断ができるのは医師に限られることか
ら，それ以外の記録者が診断名を記入した場合は
評価とし，医師による診断とは分けて解釈，集計
する．
スポーツ外傷・障害の競技活動参加を基準とし

た分類
先行研究では，スポーツドクター４）やアスレ
ティックトレーナー３５）に相談のあったスポーツ外
傷・障 害 はmedical attention injuryと し て ス
ポーツ外傷・障害調査の対象としている．本提言
書では本邦の実状を踏まえ，表 1に挙げた医療系
国家資格や専門資格保有者が対応したスポーツ外
傷・障 害 をmedical attention injuryと す る．
Medical attention injuryは，一般的にノンタイム
ロス（non-time-loss：競技活動の離脱を伴わない
スポーツ外傷・障害）とタイムロス（time-loss：1
回以上の練習または試合からの離脱を伴う外傷・
障害）の 2種類に分類することができ（図 1）４），
タイムロスにおける離脱した日数が当該スポーツ
外傷・障害の重症度の判定に用いられることもあ
る４）．また，ノンタイムロスとタイムロスを分ける
基準は，1回以上の練習または試合の離脱と明白
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図 1　競技活動参加を基準としたスポーツ外傷・障害の分類と定義

スポーツドクターや
アスレティックトレーナーに
相談した外傷・障害

（Medical attention injury）

ノンタイムロス
（Non-time-loss）

競技活動の離脱を伴わない外傷・障害

タイムロス
（Time-loss）

1 回以上の練習または試合からの離
脱を伴う外傷・障害

表 2　スポーツ外傷・障害調査の対象とするスポーツ活動

メインカテゴリー 定義

試合中 競技結果（勝敗）や記録を競うことが前提とされている活動（練習試合や記録会も含む）

試合前後 試合日における試合時間以外（ウォームアップやクールダウン中など）の活動

練習中 通常練習 競技力の維持・向上を目的
に組織的に計画された活動

サブカテゴリー（付録 1参照）
・ウォームアップ・クールダウン
・スキルトレーニング
・フィジカルトレーニング
・ その他，各競技の特性や調査の目的に合わせて
設けられた項目

※ リハビリテーション中の外傷・障害は含めない

自主練習 競技力の維持・向上を目的
に組織的に計画された時間
以外で選手の判断によって
実施された活動

であるため，記録者が非医療従事者であったとし
ても記録基準に関する齟齬が生じにくいという利
点がある．一方，ノンタイムロスの集計をするこ
とは競技離脱を伴わないものの実際には問題を抱
えている選手を把握したり，スポーツ現場におけ
るスポーツドクターやアスレティックトレーナー
の稼働率を検討したりする重要な材料になる
が３５），該当件数がタイムロスよりも大幅に増える
ため記録者への負担は大きくなる．したがって，
本提言書では両方の記録を行うことを推奨する
が，最終的にはスポーツ外傷・障害調査の目的に
準じて選択されるべきである．
対象となる活動
本提言書においては，試合および練習中に発生
したスポーツ外傷・障害を調査対象とし，試合を
競技結果（勝敗）や記録を競うことが前提とされ
ている活動，練習を競技力の維持・向上を目的に

計画された活動と定義する．チーム内外の練習試
合や記録会はその運動強度の高さや競技時間が試
合に類似しているという観点から，試合に分類す
る．試合日におけるウォームアップやクールダウ
ン中に発生したスポーツ外傷・障害については，
Bahrらによる IOCの提言書４）に基づいて試合前
後（peri-competition）の活動と位置づけ，試合中
に発生したスポーツ外傷・障害とは区別して集計
する（表 2）．また，練習の種類に関するサブカテ
ゴリー（例：スキルトレーニング，フィジカルト
レーニング，コンディショニングなど）の設定に
ついては，各競技の特性や調査の目的に合わせて
カスタマイズすることを推奨する（付録 1）．自主
練習については，通常練習とは分けて集計する．
調査対象の選手がスポーツ外傷・障害調査を実

施している当該チーム以外の活動にも参加してい
る場合（例：代表チーム活動），当該チーム以外で
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表 3　スポーツ外傷・障害の記録項目の概要

項目 内容

発症（受傷）日 スポーツ外傷・障害を発症した日（年/月/日）
活動区分 表 2参照
発症（受傷）歴 新規・再発・悪化
発症（受傷）メカニズム 直達外力・介達外力・非接触
発症様式 急性・突発性の発症，負荷の反復による突発性発症

負荷の反復による緩徐発症
発症（受傷）部位 表 4参照
スポーツ外傷・障害の種類 表 5参照
発症（受傷）側 右・左・両側・該当なし
競技完全復帰日 当該選手が競技に完全復帰した日
疾病評価 表 6参照
疾病診断 表 7参照
競技離脱期間 受傷日から競技完全復帰日までの経過日数

付録 1　練習のサブカテゴリー分類の例

サブカテゴリー名称 定義

ウォームアップ・クールダウン 主運動前の準備に関わる活動（ウォームアップ）や主運動後のリカバリー
に関わる活動（クールダウン）

スキルトレーニング 競技動作および戦術に関するトレーニング
フィジカルトレーニング ウェイトルームなどでのストレングストレーニング，ランニングなどの

エンデュランストレーニング，機能改善などのコンディショニングなど

付録 2　発症様式の具体例

発症様式 具体例

急性・突発性の発症
（Acute sudden）

ラグビー選手が左膝関節外側からタックルを受け，左膝関節
内側側副靱帯部に強い痛みを訴えた．

負荷の反復による突発性の発症
（Repetitive-sudden）

右内果部に慢性的な痛みを認めていたバスケットボール選手
が，ジャンプからの着地の衝撃により完全骨折を起こした．

負荷の反復による緩徐発症
（Repetitive-gradual）

腰痛と右下肢痛が徐々に増悪した水泳選手が，診察および画
像検査にて，椎間板ヘルニアと診断された．

の活動時間やその間に発生したスポーツ外傷・障
害調査も調査対象とするかについては，当該チー
ムのスポーツ外傷・障害調査の目的に応じて判断
することが求められる．
スポーツ外傷・障害の詳細区分
スポーツ外傷・障害の記録項目については，先
行研究４，３６～38）を参考に表 3の形式をとることとし
た．当該スポーツ外傷・障害の発症（受傷）状況
について，新たな発症（受傷）を「新規（new）」，
過去に発症し一度症状が消失していたが，再び発
症したものを「再発（recurrent）」，完全に症状が
消失するまでに症状が悪化したものを「悪化（ex-
acerbation）」と分類する．発症（受傷）メカニズム
については，「直達外力（direct）」「介達外力（indi-
rect）」「非接触（non-contact）」の 3つに分類をす

る．直達外力とは，他の選手や物体による外力が
直接的に受傷部位に加わった場合とし，介達外力
とは他の選手や物体による外力が間接的に加わっ
た場合とする．他の選手や物体による直接的また
は間接的な接触のない環境下で発症（受傷）した
場合は非接触に分類する．発症様式は，先行研究４）

に倣い，「急性・突発性の発症（acute sudden）」「負
荷の反復による突発性の発症（repetitive-
sudden）」「負荷の反復による緩徐発症（repetitive-
gradual）」の 3分類を用いる（付録 2）．急性・突発
性発症とは，一度の大きな外力によって発生する
一方で，負荷の反復による発症は比較的小さな外
力が繰り返し加わることを意味する．また，負荷
の反復による発症の中でも，主訴の発生が突発性
のもの（例：反復の負荷によって完全骨折に至っ
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表 4　スポーツ外傷・障害の部位

日本語表記 英語表記 発症（受傷）側

頭部 Head
顔面＊ Face
歯・口腔・顎＊ Teeth/Oral cavity/Jaw
頚部・頚椎 Neck/Cervical spine
肩 Shoulder
上腕 Upper arm 前面（anterior）後面（posterior）
肘 Elbow 前面（anterior）後面（posterior）

内側（medial）外側（lateral）
前腕 Forearm 前面（anterior）後面（posterior）
手関節 Wrist 前面（anterior）後面（posterior）
手 Hand 前面（anterior）後面（posterior）
胸部（胸部臓器を含む） Chest
胸椎・上背部 Thoracic spine/upper back
腰―仙椎・殿部 Lumbar-sacral spine/buttock
腹部（腹部臓器を含む） Abdomen
股関節・鼡径部 Hip/groin
大腿 Thigh 前面（anterior）後面（posterior）
膝 Knee 前面（anterior）後面（posterior）

内側（medial）外側（lateral）
下腿・アキレス腱 Lower leg/Achilles tendon 前面（anterior）後面（posterior）
足関節 Ankle 内側（medial）外側（lateral）
足部 Foot 前面（anterior）後面（posterior）
不明・該当なし Region unspecified

Bahr R，et al. Br J Sports Med 2020；54（7）：372-389. の表 4に準拠して作成．
＊今回新たに作成した項目

た疲労骨折）と緩徐発症のもの（例：徐々に痛み
が憎悪した腱板症による肩峰下の痛み）に分類す
ることができる．
スポーツ外傷・障害の部位については，大枠を

Bahrら４）の国際基準に準拠しつつ，頭部について
はその範囲が広いことから顔面と歯/口腔/顎を別
に設けた（表 4）．一つの発症（受傷）メカニズム
から複数部位にわたるスポーツ外傷・障害が発生
したことを記録する際には（例：自転車の転倒事
故により大腿部と下腿部の 2か所を骨折），それら
のスポーツ外傷または障害が同じ発症（受傷）メ
カニズムに起因していることが分かるようにする
ことが推奨される．一方で，同日の発症（受傷）で
あっても明らかに異なる発症（受傷）メカニズム
に起因している場合は別々の事象として記録する
必要がある（例：ウォームアップ中に競技離脱を
伴わない足関節の捻挫をした後,その後の練習中
にハムストリングスの肉ばなれを受傷）．
スポーツ外傷・障害の種類については，IOC

の Daily Medical Report on Injuries and Ill-
nesses４）に準拠しつつ，注釈を加えて記録者が分類

の選択に迷わないよう工夫をし，「筋痙攣」「その他
のスポーツ外傷・障害」という項目を追加した（表
5）．
さらに，医師によって調査票の記録がされる際

は，スポーツ外傷・障害の診断名を記録すること
を推奨する．その際，自由記述とするとその後の
集計に膨大な労力を要することになる．既に海外
で使用されているコードや分類もあるが，項目数
が膨大であることから記録者および集計者への負
担が大きい４，３９）．そこで日本臨床スポーツ医学会と
して，本邦の医師が活用しやすい入力システム（ス
ポーツ外傷・障害の診断名の選択肢）の構築を目
指して準備を進めている．
スポーツ外傷・障害からの復帰を記録する方法

として，本提言書では「競技完全復帰日」の記録
を提案する．競技完全復帰日は，医師やアスレ
ティックトレーナーなどによって判断されるべき
であり，「通常の練習や試合」へ完全に復帰した日
とする．選手が通常の練習や試合がない期間（例：
シーズン終了時の休息期間）にスポーツ外傷・障
害から回復した場合は，選手が完全に練習や試合
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表 5　スポーツ外傷・障害の種類

日本語表記 英語表記

脳振盪/脳損傷 Concussion/brain injury
脊髄損傷 Spinal cord injury
末梢神経損傷 Peripheral nerve injury
骨折（＊歯も含む） Bone fracture
疲労性骨損傷（＊疲労骨折も含む） Bone stress injury
骨挫傷 Bone contusion
無腐性壊死 Avascular necrosis
成長軟骨板損傷 Physis injury
軟骨損傷（＊半月板なども含む） Cartilage injury
関節捻挫/靱帯断裂 Joint sprain/ligament tear
慢性の不安定症 Chronic instability
腱断裂 Tendon rupture
腱障害 Tendinopathy
筋痙攣＊ Muscle cramp/spasm
肉ばなれ/筋断裂 Muscle strain/rupture/tear
筋打撲傷 Muscle contusion
筋コンパートメント症候群 Muscle compartment syndrome
裂創 Laceration
擦過傷 Abrasion
打撲傷（表在性） Contusion/bruise（superficial）
関節炎 Arthritis
滑液包炎 Bursitis
滑膜炎 Synovitis
血管損傷 Vascular damage
断端損傷 Stump injury
内部臓器損傷 Internal organ trauma
不明，または特定不能 Unknown，or not specified
その他のスポーツ外傷・障害＊ Other injury

Daily Medical Report on Injuries and Illnesses（Bahr R，et al. Br J Sports 
Med 2020；54（7）：372-389.）に準拠して作成．
＊今回新たに作成した項目または注釈

へ復帰できる状態であるかを確認し，それを（完
全）復帰日として記録する．もし，何らかの理由
で事後の経過を確認できない場合は，当該選手が
通常の練習や試合に完全参加できたであろうと予
測した時点を記録するべきである．
疾病の取り扱い
本提言書では，選手に生じたスポーツ外傷・障
害以外の自覚症状や病気を「疾病」（illness）として
記録することを推奨する．記録方法としては
Timpkaらによる提言書３６）に倣い，アスレティッ
クトレーナーは診断前評価（表 6），医師は疾病の
分類と診断名の両方を記録する 2段階の方式をと
る（表 7）．
Exposureの記録
スポーツ外傷・障害調査では，選手の活動単位
を exposure（曝露）と呼ぶ．exposureの代表的な
数え方には athlete-exposure（AE）が挙げられ

る４，３６，４０）．AEとは選手 1名が 1回の練習または試
合に参加する単位を指す４，３６，４０）．そのためスポーツ
外傷・障害調査を実施する際には，1練習または
試合あたりの参加者数を集計する必要がある（付
録 3）．同日中に複数のセッションが実施された場
合は，それぞれのセッションを個別に記録すべき
である（例：午前中に練習 120分，午後にウェイ
トトレーニング 60分を実施した場合，両方に参加
した選手の exposureは 2セッション分となる）．
一般的には 1,000AEあたりのスポーツ外傷・障
害件数を報告するが，比較的発生頻度の少ない特
定のスポーツ外傷・障害に特化したスポーツ外
傷・障害件数を報告する際にはその分母を 10,000
や 100,000に変更する場合もある４，３６，４０）．
調査の目的や競技特性に応じて athlete-hour

（AH）（あるいは player-hour［PH］と称される）を
集計する場合もある４，３６，４０）．AHとは選手 1名が 1
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表 6　疾病の記録方法（アスレティックトレーナーによる診断前評価）

診断前評価項目 具体例

眼疾患 結膜炎など
耳疾患 外耳炎，中耳炎など
口腔外科疾患 歯肉炎，口内炎，智歯周囲炎など
上気道炎 鼻炎，咽頭炎，扁桃腺炎など
花粉症
気管支喘息
過換気症候群
心疾患 胸痛，動悸など
胃腸炎
皮膚疾患 発疹など
月経随伴症状，月経前症候群
泌尿器疾患 膀胱炎，尿路結石など
食物アレルギー
熱中症 熱失神，熱疲労，労作性熱射病
低体温症
その他（部位と症状を記載）

表 7　疾病の記録方法（医師による診断）

分類 診断名の一例

頭部 片頭痛，群発頭痛，てんかん，副鼻腔炎，結膜炎，結膜出血，外耳炎，中耳炎，良性発
作性頭位眩暈症，メニエール病など

口腔 う歯，歯肉炎，歯周炎，智歯周囲炎，脱離，口内炎など
呼吸器 上気道炎（咽頭炎，扁桃腺炎），気管支炎，肺炎，気管支喘息，過換気症候群，気胸，

アレルギー性鼻炎，花粉症など
循環器 上室期外収縮，発作性上室頻拍，発作性心房細動，心室期外収縮，心室頻拍，心室細

動，狭心症，急性心筋伷塞など
消化器 逆流性食道炎，急性胃炎，急性腸炎，虫垂炎，憩室炎など
腎泌尿器 膀胱炎，尿路結石など
婦人科・女性科・月経関連 月経困難症，月経前症候群など
皮膚 虫刺症，発疹，蕁麻疹，体部白癬，手白癬，足白癬など
その他 食物アレルギー，熱中症（熱失神，熱疲労，労作性熱射病），低体温症，不眠症，不安

障害など

時間の練習または試合に参加する単位を指すた
め，スポーツ外傷・障害のリスクが総合時間の影
響を受けやすいと考える場合は有用である．

Exposureの記録は，記録者がフルタイムで
チームに関わる場合とそうでない場合（例：パー
トタイム）によって把握できる範囲が限られる場
合が考えられる．具体的には，AEであれば各練習
または試合のセッションに参加した人数を把握す
れば算出が可能であることから比較的追跡が難し
くない．一方で，AHは日々のセッションがおおよ
そ何時間であったかを選手ごとに把握した上で算
出する必要があるため，より細やかな追跡が必要
となることからフルタイムスタッフが不在の場合
には実践が困難になることが予測される．どちら

の手法を採用するかは，調査環境や調査の目的，
競技特性などを考慮して選択するべきである．
疫学データの表現方法
スポーツ外傷・障害調査によって集計された
データを他研究や他時点のデータと比較する際
に，しばしば prevalence（有病率），incidence（発
生率），injury risk ratio（外傷・障害リスク比），in-
jury rate ratio（外傷・障害率比）および injury
burden（外傷・障害の負担）が算出される（付録
3）．どの集計方法を用いるかは調査の目的や競技
特性に応じて選択するべきである．

Prevalenceはある一時点においてスポーツ外
傷・障害を有している対象者の proportion（割合）
を表す際に使用される．障害について検討する場
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付録 3　疫学データの表現方法
データセット＊：大学サッカー選手 348 名（男性 212 名，女性 116 名）を対象とし，スポーツ外傷・障害の発生を 1年間
にわたり調査した．1年間を通して，練習および試合は 230 回行われた．スポーツ外傷・障害は 180 件（男性 100 件，女
性 80 件）発生し，スポーツ外傷・障害を受傷した選手は 157 名（男性 92 名，女性 65 名）であった．スポーツ外傷・障
害により練習または試合に参加できなかった日数は，平均は 28.9 日（男性 32.4 日，女性 26.3 日）であった．スポーツ外
傷・障害の重症度は，スポーツ外傷・障害により練習または試合に参加できなかった日数を基準とした．本データセット
を利用して，exposure および疫学データの算出方法の例を表に示した．＊Exposure の記録および疫学データの算出方法
を説明するために，架空のデータを設定した．

表　Exposure および疫学データの算出方法

統計量 値 計算 説明

スポーツ外傷・障害
受傷者数（名）

全体：157
男性：92
女性：65

― Prevalence を算出する際に分子として
使用される．

スポーツ外傷・障害
発生数（件）

全体：180
男性：100
女性：80

― Incidence を算出する際に分子として使
用される．

Athlete-exposure
全体：34,248
男性：23,973
女性：10,275

― 230回の試合および練習に参加した選手
数を数えることで算出する．

Athlete-hour（また
は player-hour）

全体：85,620
男性：55,653
女性：29,967

― 230回の試合および練習が行われた時間
に，参加した選手数を乗じて算出する．

Prevalence（有病率）
（%）

全体：45.1%
男性：43.4%
女性：56.0%

全体：（157/348）×100
男性：（92/212）×100
女性：（65/116）×100

スポーツ外傷・障害を受傷した選手数
を，対象とした選手数で除して算出す
る．

Incidence（発生率）
（件/1,000 athlete-
exposures）

全体：5.3
男性：4.2
女性：7.8

全体：（180/34248）×1,000
男性：（100/23973）×1,000
女性：（80/10275）×1,000

スポーツ外傷・障害発生数を athlete 
exposure で除して算出する．小さな数
字を避けるために，1,000 athlete expo-
sures 当たりで算出するのが一般的であ
る．

Incidence（発生率）
（件/1,000 athlete-
hours）

全体：2.1
男性：1.8
女性：2.7

全体：（180/85,620）×1,000
男性：（100/55,653）×1,000
女性：（80/29,967）×1,000

スポーツ外傷・障害発生数を athlete-
hour で除して算出する．小さな数字を
避けるために，1,000 athlete-hours 当た
りで算出するのが一般的である．

統計量 値 計算 説明

Injury risk ratio（外
傷・障害リスク比）

男 女 の リ ス ク
比：1.30 0.56/0.43

男性と女性における injury risk ratio を
算出する場合には，男性の prevalence
と女性の prevalence を比にすることで
算出する．

Injury rate ratio（外
傷・障害率比）（1,000 
athlete-exposures）

男女の率比：1.86 7.8/4.2 男女の injury rate ratioを算出する場合
には，男性の incidence と女性の inci-
denceを比にすることで算出する．1,000 
athlete-hours，1,000 athlete-exposures
など単位ごとでの算出が可能である．

Injury rate ratio（外
傷・障害率比）（1,000 
athlete-hours）

男女の率比：1.50 2.7/1.8

Injury burden（外
傷・障害の負担）：
Incidence（athlete-
exposure）×重症度

図 1を参照
全体：5.3×28.9
男性：4.2×32.4
女性：7.8×26.3

Incidence（athlete-exposure）に重症度
（本例では離脱日数）の平均を乗じて算
出する（図 1）．

Injury burden（外
傷・障害の負担）：
Incidence（athlete-
hour）×重症度

図 2を参照
全体：2.1×28.9
男性：1.8×32.4
女性：2.7×26.3

Incidence（athlete-hour）に重症度（本
例では離脱日数）の平均を乗じて算出す
る（図 2）．
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統計量 値 計算 説明

Injury burden（外
傷・障害の負担）：
Incidence（athlete-
exposure）×重症度
（※Log 変換を用い
た例）

図 3を参照

膝前十字靱帯損傷：0.06×189.0
鼡径部痛：0.20×36.0
脛骨疲労性骨損傷：0.35×11.3
ハムストリングス肉ばなれ：0.35×49.7
中足骨疲労骨折：0.29×63.8
半月板損傷：0.09×106.7
腰椎椎間板ヘルニア：0.20×27.9
大腿四頭筋肉ばなれ：0.35×39.6
膝蓋腱症：0.12×37.8
打撲傷：0.50×6.9
脳振盪：0.47×13.4
腰痛症：0.32×11.4
腸脛靱帯炎：0.15×17.6
膝内側側副靱帯損傷：0.26×69.3
膝半月板損傷：0.32×41.2
裂傷：0.15×3.0
足底腱膜炎：0.32×13.0
足関節捻挫：0.70×7.9
骨折：0.06×117.5

Incidence（athlete-exposure）に重症度
（本例では離脱日数）の平均を乗じて算
出する（図 3）．
※本例ではY軸の平均離脱日数の幅が
大きいため（3-189 日），Log10 に変換し
て図式化している．

Incidence 1,000 Athlete-Exposures
injury burden

injury 

burden

2 Incidence 1,000 Athlete-Hours
injury burden

injury 

burden

3 Incidence 1,000 Athlete-Exposures
injury burden

injury 

burden

付録 3　疫学データの表現方法（続き）

合は，次に紹介する incidenceよりも prevalence
の算出が適切であるとされている４１）．Incidence
とは特定の期間内に調査の対象となった集団の中
でスポーツ外傷・障害を発生した件数の rate
（率）を表す際に使用される． Injury risk ratioは，
スポーツ外傷・障害を受傷した人の proportion
（割合）を 2つの対象（群）で比較する際に用いら
れ，一方の proportionが高い（injury rate ratio
＞1），あるいは低い（injury rate ratio＜1）かにつ
いて検討する際に算出する．それに対して injury
rate ratioは，2群間における incidenceを比較す
る際に用いられる．近年ではスポーツ外傷・障害

データの表現方法として incidenceや prevalence
といった頻度を表す尺度だけでなく，それに外
傷・障害の影響度（離脱日数など）を組み合わせ
ることで injury burdenという総合的な指標を用
いることも提案されている４）．
また，スポーツ障害や疾病の実態や症状の推移

の把握についてはそれらの定量化に特化した調査
票も存在する（例：Oslo Sports Trauma Research
Center Overuse Injury Questionnaire［OSTRC-
O］，Oslo Sports Trauma Research Center Ques-
tionnaire on Health Problems［OSTRC-H］）４２，４３）．ス
ポーツ障害や疾病の長期的な影響についてタイム
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表 8　スポーツ外傷・障害および疾病調査に関する推奨文

1．記録者が保有する資格について記録するべきである
2． 調査対象となる外傷・障害は，調査の目的に応じて対象範囲（例：ノンタイムロス，タイムロス）を選択するべき
である

3． 調査対象となるスポーツ活動は，「試合中」，「試合前後」および「練習中」に分類でき，調査の目的や競技特性に応
じて「練習中」の中にサブカテゴリーを設けるべきである

4． 記録項目（例：発症機序，発症部位）は，競技間や競技レベル間の比較，複数の調査データの統合を可能にするた
めに，統一された方法に準拠して記録するべきである

5． スポーツ活動中の exposure の記録方法（例：athlete exposure，athlete hour）は，調査の目的や競技特性に応じて
選択するべきである

6． 疫学データの表現方法（例：有病率，発生率，外傷・障害リスク比）は，調査の目的や競技特性に応じて選択する
べきである

7． 収集したデータには個人情報が含まれることから機密保護（例：電子ファイルにパスワードをつける，紙媒体デー
タは鍵が付いた棚に保管する）を徹底しなくてはならない

8． 収集したデータを公表する際には，事前に対象となった選手の同意が得られていることが前提であり，個人が特定
できないように報告しなくてはならない

ロスの有無に関わらず調査したい場合は OSTRC-
Oや OSTRC-Hを用いることを検討してもよい．
倫理的配慮とデータの管理
スポーツ外傷・障害および疾病調査によって得
られたデータを公表する際には個人情報が含まれ
ることから電子ファイルにパスワードをつけた
り，紙媒体データは鍵が付いた棚に保管するなど
して機密保護を徹底すべきである．また，調査に
よって得られたデータを公表する予定がある場合
には事前に調査対象となった選手の同意が得られ
ていることが前提であり（インフォームドコンセ
ント），個人を特定できないようにする必要があ
る．
なお，デルファイ法を用いて作成された「スポー
ツ外傷・障害および疾病調査に関する推奨文」は
表 8の通りである．今回の検討では一巡目におい
て 8つ全ての原案の妥当性，実現可能性，明瞭さ
の平均点が 7点以上であったことから，否決され
た原案はなかった．原案の推敲はコアメンバーら
によってアンケートフォームの自由記述から得ら
れたコメントを参考に実施された．

●考 察

今回のスポーツ外傷・障害および疾病調査に関
する提言書は，大学スポーツに対する前向き研究
を想定して基本項目を選定し，それらの内容が整
理された．ただし，スポーツ外傷・障害および疾
病調査の実施に関する基本的な項目についてまと
めたものであることから，競技レベルを問わず応
用されることが期待される．しかし，実際には医
師やアスレティックトレーナーへのアクセスが困

難なスポーツ現場はまだ多いことから，選手本人
が過去のスポーツ外傷・障害について回答するア
ンケートを用いた後ろ向き調査が頻繁に実施され
ている２２）．後ろ向き調査は思い出しバイアスの影
響を大きく受けることから今後は前向き調査が多
く行われることを期待するが，後ろ向き調査にお
いても本提言書内で示した項目（例：スポーツ外
傷・障害の定義，スポーツ外傷・障害の部位）を
活用することは可能であることから積極的かつ幅
広く活用されることが望まれる．
本提言書ではスポーツ外傷・障害および疾病調

査において収集されるデータの比較や統合が可能
となるよう本邦の実態を踏まえ定義や手法を示し
たが，今後は実際に活用していく中で発生する問
題を収集することが不可欠であると考える．例え
ば，本邦のスポーツ現場には，表 1に示した通り
多種多様な専門家が存在する．異なる資格を保有
する記録者が集計したデータを統合しても妥当性
や信頼性が保証されるかなど，本提言書の実用性
や妥当性に関する検証を重ねていくことにより，
本邦の実状に沿った質の高いスポーツ外傷・障害
および疾病調査の標準化が進むものと考える．
また，本提言書では多くの競技スポーツに共通

する基本項目とそれらの内容について情報の整理
を行なった．競技種目や特性を細かく反映した項
目（例：受傷時のプレーやポジション），天候，競
技実施のサーフェス，ピリオダイゼーション（例：
プレシーズン，試合期，ポストシーズン）などに
ついては検討していないため，競技種目や競技特
性，競技レベル別などでいかに発展させ，かつ該
当する分野で標準化できるかが次の課題と考え
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る．さらに，個別の外傷・障害の発生メカニズム
に関する項目のデータ収集も検討すべきであろ
う．
実際に，スポーツ外傷・障害および疾病調査を
本邦で幅広く行ってもらうためには，スポーツ外
傷・障害調査に関する教育・啓発活動やスポーツ
現場に外傷・障害調査に関する教育を受けた人材
の配置，スポーツ現場と研究機関・研究者との連
携協力体制の構築，各競技団体，指導者，選手な
どの理解と協力の獲得といったソフト面での課題
が山積しているのも現実である．これらの課題の
解決に向けても，日本臨床スポーツ医学会および
日本アスレティックトレーニング学会が継続して
協力していくことが，本邦のスポーツ外傷・障害
および疾病調査の質を高めることにつながると考
える．一方，簡易的にスポーツ外傷・障害および
疾病調査が実施できるシステムの開発といった
ハード面の課題についても，早期の進展が期待さ
れるところである．
最後に，スポーツ医学分野の研究や疫学統計処
理の手法，医療の発展は目覚ましいものがあり，
今回記載した内容は徐々に変化していくものであ
る．よって，今後も最新のエビデンスに基づいた
調査手法が本邦において実施されるためには，本
提言書は適宜改訂を重ねる必要がある．

●結 論

本邦におけるスポーツ外傷・障害調査の標準化
に向けた有識者によるWGおよび外部有識者ら
によって，大学スポーツ現場の外傷・障害および
疾病調査手法に関する 8つの推奨文が作成され
た．推奨文では，記録者の属性，調査対象の定義，
記録項目，疫学データの表現方法，および収集さ
れたデータの取り扱いに関する留意事項などがま
とめられた．
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〔Abstract〕 The Japanese Society of Clinical Sports Medicine and the Japanese Society for Athletic Training
formed an expert working group in December 2020 to establish a set of recommendations to standardize sports in-
jury and illness surveillance methods in Japan. The nominal group technique and Delphi method were used to de-
termine key components of sports injury and illness surveillance. The feasibility of proposed recommendations
was considered with the current Japanese collegiate sport context in mind. Experts agreed on eight recommenda-
tions that defined reporter and participant characteristics, a list of variables to be collected, methods of expressing
data, and data management considerations.




